
川崎市ひとり親家庭高等学校卒業程度認定試験合格支援事業実施要綱

（事業の目的）

第１条 この要綱は、高等学校を卒業していない（中退を含む。）ひとり親家

庭の親（母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和 39 年法律第 129 号。以下

「法」という。）第６条に定める配偶者のない女子及び配偶者のない男子で

あって現に 20 歳未満の児童を扶養している者をいう。以下同じ。）及びひと

り親家庭の児童（法第６条に定める配偶者のない女子及び配偶者のない男子

に扶養されている 20 歳未満の児童をいう。以下同じ。）が、高等学校を卒業

した者と同等以上の学力を有すると認められる高等学校卒業程度認定試験

（以下「高卒認定試験」という。）の合格を目指すにあたり、対策講座の受

講費用の負担の軽減を図るとともに、ひとり親家庭の親及びひとり親家庭の

児童の学び直しを支援することにより、ひとり親家庭の自立の促進を図るこ

とを目的として実施する「川崎市ひとり親家庭高等学校卒業程度認定試験合

格支援事業」（以下「事業」という。）について、必要な事項を定めるものと

する。

（実施主体）

第２条 事業の実施主体は、川崎市とする。

（給付金の種類等）

第３条 事業の給付金等の種類は、次の各号に掲げるとおりとする。

（１）受講開始時給付金は、支給対象者が対象講座の受講を開始した際に支給

するものとする。

（２）受講修了時給付金は、支給対象者が対象講座の受講を修了した際に支給

するものとする。



（３）合格時給付金は、受講修了時給付金を受けた者が、受講修了日から起算

して２年以内に高卒認定試験の全科目に合格した場合に支給するものと

する。

（支給対象者）

第４条 事業の支給対象者は、川崎市在住のひとり親家庭の親及びひとり親家

庭の児童であって、次の要件の全てを満たす者とする。ただし、高等学校卒

業者、大学入学資格検定・高卒認定試験合格者その他の大学入学資格を取得

している者は対象としない。

（１）ひとり親家庭の親が児童扶養手当の支給を受けている者又は同手当の所

得限度額以下の所得水準にある者

（２）給付金の支給を受けようとする者の就学経験、就業経験、技能及び資格

の取得状況並びに労働市場の状況から判断して、高卒認定試験に合格する

ことが適職に就くために必要であると認められる者

（３）原則として、過去に事業の給付金を受給していない者

（支給申請者）

第５条 事業の支給申請者は、ひとり親家庭の親とする。

（対象講座）

第６条 事業の対象講座は、高卒認定試験の合格を目指す講座（通信制講座を

含む。）であって、市長が適当と認めたものとする。ただし、高卒認定試験

の試験科目の免除を受けるために高等学校に在籍して単位を修得する講座

を受け、高等学校等就学支援金制度の支給対象となる場合は、事業の対象と

しない。

２ 前項の場合において、事業の給付金の支給を受けようとする者が、高卒認

定試験の試験科目の免除を受けられる場合には、必要最小限の科目について

の講座を対象とする。



（支給額等）

第７条 給付金の支給額等は、次の各項の場合において、それぞれ各号に掲げ

る給付金の種類に応じ、当該各号に定めるとおりとする。 

２ 通信制の場合 

（１）受講開始時給付金 支給対象者が対象講座の受講開始のために本人が支

払った費用の 40％に相当する額とする。ただし、その 40％に相当する額

が 10 万円を超える場合の支給額は 10 万円とし、４千円を超えない場合は

受講開始時給付金の支給は行わないものとする。 

（２）受講修了時給付金 支給対象者が対象講座の受講のために本人が支払っ

た費用の 50％に相当する額から前号に定める受講開始時給付金として支

給した額を差し引いた額とする。ただし、受講開始時給付金と受講修了時

給付金の合計が 12 万５千円を超える場合、受講開始時給付金と受講修了

時給付金の支給額の合計は 12 万５千円とし、４千円を超えない場合は受

講修了時給付金の支給は行わないものとする。 

（３）合格時給付金 受講修了時給付金の支給を受けた者が受講修了日から起

算して２年以内に高卒認定試験の全科目に合格した場合に支給する。支給

額は、支給対象者が対象講座の受講のために本人が支払った費用の 10％

に相当する額を支給するものとする。ただし、受講開始時給付金、受講修

了時給付金及び合格時給付金の合計が 15 万円を超える場合、受講開始時

給付金、受講修了時給付金及び合格時給付金の支給額の合計は、15 万円

とする。 

３ 通学又は通学及び通信制併用の場合 

（１）受講開始時給付金 支給対象者が対象講座の受講開始のために本人が支

払った費用の 40％に相当する額とする。ただし、その 40％に相当する額



が 20 万円を超える場合の支給額は 20 万円とし、４千円を超えない場合は

受講開始時給付金の支給は行わないものとする。 

（２）受講修了時給付金 支給対象者が対象講座の受講のために本人が支払っ

た費用の 50％に相当する額から前号に定める受講開始時給付金として支

給した額を差し引いた額とする。ただし、受講開始時給付金と受講修了時

給付金の合計が 25 万円を超える場合、受講開始時給付金と受講修了時給

付金の支給額の合計は 25 万円とし、４千円を超えない場合は受講修了時

給付金の支給は行わないものとする。 

（３）合格時給付金 受講修了時給付金の支給を受けた者が受講修了日から起

算して２年以内に高卒認定試験の全科目に合格した場合に支給する。支給

額は、支給対象者が対象講座の受講のために本人が支払った費用の 10％

に相当する額を支給するものとする。ただし、受講開始時給付金、受講修

了時給付金及び合格時給付金の合計が 30 万円を超える場合、受講開始時

給付金、受講修了時給付金及び合格時給付金の支給額の合計は、30 万円

とする。 

（母子・父子自立支援プログラム策定）

第８条 支給対象者は、事業を利用するにあたり、事前に川崎市母子・父子自

立支援プログラム策定事業に基づき、母子・父子自立支援プログラム策定員

の面談を受け、自らが受講しようとする講座に係る自立支援計画書の策定を

受けなければならない。

（対象講座の指定）

第９条 支給申請者は、自らが受講しようとする講座について「川崎市ひとり

親家庭高等学校卒業程度認定試験合格支援事業受講対象講座指定申請書」

（第１号様式。以下「受講対象講座指定申請書」という。）を市長に提出し、

受講開始前にあらかじめ、市長から対象講座の指定を受けなければならない。



（受講対象講座指定申請書の添付書類）

第 10 条 受講対象講座指定申請書の提出に際しては、次の書類等を添付しな

ければならない。ただし、公簿等によって確認することができる場合は、添

付書類を省略することができる。

（１）ひとり親家庭の親及びひとり親家庭の児童の戸籍謄本又は抄本及び世帯

全員の住民票の写し

（２）ひとり親家庭の親に係る児童扶養手当証書の写し（当該ひとり親家庭の

親が児童扶養手当受給者の場合。ただし、８月から 10 月までの間に申請

する場合を除く。）又はひとり親家庭の親の前年（１月から７月までの間

に申請する場合は、前々年とする。）の所得の額並びに扶養親族等の有無

及び数並びに所得税法（昭和 40 年法律第 33 号）に規定する老人控除対

象配偶者、老人扶養親族及び特定扶養親族の有無及び数に係る市長村長の

証明書（所得税法に規定する控除対象扶養親族（19 歳未満の者に限る。）

がある者にあっては、当該控除対象扶養親族の数を明らかにすることがで

きる書類及び当該控除対象扶養親族の前年の所得の額に係る市町村長の

証明書を含む。）及び養育費に関する申告書（第１号様式の２）

（３）当該ひとり親家庭の親が、健康保険法施行令等の一部を改正する政令（令

和２年政令第 381 号）による改正前の母子及び父子並びに寡婦福祉法施

行令（昭和 39 年政令第 224 号）における寡婦等のみなし適用対象者（児

童扶養手当施行令（昭和 36 年政令第 405 号）第４条第２項第３号に規定

する所得割の納税義務者に該当する者をいう。）であったときは、当該ひ

とり親家庭の親の子の戸籍謄本及び当該ひとり親家庭の親と生計を一に

する子の前年の所得の額（１月から７月までの間に申請する場合には、

前々年の額とする。）を証明する書類等、当該事実を明らかにする書類

（審査）



第 11 条 市長は、川崎市ひとり親家庭高等学校卒業程度認定試験合格支援事

業審査会（以下「審査会」という。）を設置し、第８条に規定する自立支援

計画書並びに受講対象講座指定申請書及び前条に規定する添付書類に基づ

き、受給要件の審査及び対象講座の指定の可否の決定を行うものとする。

２ 審査会は、次の各号に掲げる者をもって構成する。

（１）こども未来局児童家庭支援・虐待対策室長

（２）こども未来局児童家庭支援・虐待対策室家庭支援担当課長

（３）こども未来局児童家庭支援・虐待対策室家庭支援担当係長

（対象講座の指定の通知）

第 12 条 市長は、審査会において、受給要件の審査を行い、及び対象講座の

指定の可否の決定を行った場合には、速やかに、「川崎市ひとり親家庭高等

学校卒業程度認定試験合格支援事業受講対象講座指定通知書」（第２号様式。

以下「受講対象講座指定通知書」という。）により、支給申請者に通知しな

ければならない。

（対象講座の指定の取消）

第 13 条 市長は、支給対象者が、対象講座の指定後に受講を取りやめた場合

又は受講を途中で中止した場合は、当該対象講座の指定を取り消すものとす

る。

（受講開始時給付金、受講修了時給付金及び合格時給付金の支給等）

第 14 条 受講開始時給付金の申請者は、やむを得ない事由がある場合を除き、

対象講座の受講開始日から起算して 30 日以内に、「川崎市ひとり親家庭高

等学校卒業程度認定試験合格支援事業給付金支給申請書」（第３号様式。以

下「支給申請書」という。）に受講施設の長が、受講者が支払った経費につ

いて発行した領収書を添付して市長に提出し、受講開始時給付金の支給を申

請するものとする。



２ 受講修了時給付金の申請者は、やむを得ない事由がある場合を除き、対象

講座の受講修了日から起算して 30 日以内に、支給申請書に次の各号に掲げ

る書類等を添付して市長に提出し、受講修了時給付金の支給を申請するもの

とする。

（１）受講施設の長が、その施設の修了認定基準に基づいて、受講者の受講の

修了を認定する受講修了証明書の写し

（２）受講施設の長が、受講者が支払った経費について発行した領収書

３ 合格時給付金の支給申請者は、やむを得ない事由がある場合を除き、文部

科学省から高等学校卒業程度認定試験の合格証書（以下「合格証書」という。）

が送付された後に、合格証書に記載されている日付から起算して 40 日以内

に、支給申請書に合格証書の写しを添付して市長に提出し、合格時給付金の

支給を申請するものとする。

４ 第 10 条に規定する添付書類の内容に変更がある場合は、支給申請書の提

出に際して変更後の書類を添付しなければならない。

（支給の決定）

第 15 条 市長は、支給申請書の提出があった場合は、支給申請者が支給要件

に該当しているかを審査し、支給の可否の決定について、速やかに、「ひと

り親家庭高等学校卒業程度認定試験合格支援事業支給決定通知書」（第４号

様式。以下「支給決定通知書」という。）により、支給申請者に通知しなけ

ればならない。

（支給決定の取消）

第 16 条 支給申請者が、支給申請内容について不実及び虚偽の申告を行った

場合は、支給決定を取り消し、既に支給した受講開始時給付金、受講修了時

給付金及び合格時給付金があるときは、支給申請者から返還させることとす



る。ただし、市長がやむを得ない事情があると認める場合には、全部又は一

部の返還を免除できるものとする。

（その他の事項）

第 17 条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、こども未来局長が定

める。

  附 則

この要綱は、平成28年４月１日から施行する。

  附 則

（施行期日）

１ この要綱は、令和３年２月１日から施行する。

（経過措置）

２ 改正前の要綱の規定により調製した帳票で現に残存するものについては、

当分の間、必要な箇所を訂正した上、引き続きこれを使用することができる。

  附 則

（施行期日）

１ この要綱は、令和４年４月 19 日から施行し、令和４年４月１日から適用

する。

（様式に関する経過措置）

  附 則

この要綱は、令和５年６月 27 日から施行し、令和５年４月１日から適用す

る。

  附 則

（施行期日）

２ 改正前の要綱の規定により調製した様式で現に残存するものについては、

当分の間、必要な箇所を訂正した上、引き続きこれを使用することができる。



１ この要綱は、令和５年７月 18 日から施行し、令和５年４月１日から適用

する。

（経過措置）

２ 令和５年３月 31 日までに修了した講座に係る第７条第２項及び第３項の

各号に定める給付金の支給額については、なお従前の例による。

３ 改正前の要綱の規定により調製した帳票で現に残存するものについては、

当分の間、必要な箇所を訂正した上、引き続きこれを使用することができる。



第１号様式 

川崎市ひとり親家庭高等学校卒業程度認定試験合格支援事業 

受講対象講座指定申請書 

  年  月  日 

（宛先）川崎市長 

申請者住所 

申請者氏名             ○印

（自署の場合は印は不要です。）

私は下記の講座を受講したいので、川崎市ひとり親家庭高等学校卒業認定程度試験合格支援事業の対象講座としての指定を

申請します。 

① 氏 名 

（申請者） 

ﾌﾘｶﾞﾅ 

生年月日 
    年 

     月    日生 （   歳） 

② 児童の氏名 

(受講者が児童の場合) 

ﾌﾘｶﾞﾅ 

生年月日 
    年 

     月    日生 （   歳） 

③ 住 所・電 話 
（〒  －   ） 

（   ）    － 

④ 受講施設の名称 

⑤ 受講講座の名称 

⑥ 受講科目 １          ２          ３         ４ 

５          ６          ７         ８ 

⑦ 免除可能な科目  

⑧ 受講期間     年    月    日 ～      年     月    日 

 （ 受 講 開 始 日 ） 

⑨ 所要費用（予定） 入学料        円、受講料          円  合計額        円

⑩ 過去の受給の有無 過去にひとり親家庭高等学校卒業認定試験合格支援事業を活用したことが ある ・ ない 

⑪ 児童扶養手当の受

給の証明 

上記の申請者は、児童扶養手当を受給していることを証明する。 

（担当者氏名）              

（備考）受講方法が通学の場合又は通学及び通信制を併用する場合はその旨を記載すること。

（注意） 

１ 支給の対象となるのは、指定対象講座の受講について支払う入学料及び受講料（希望により行われる講座や希望により提供される教材等に要する費用を除きます。

以下同じです。） 

２ 支給額は、次のとおりです。 

（１）受講開始時給付金の支給の対象となるのは、入学料及び受講料の４割相当額です。ただし、受講方法が通信制の場合は 10 万円、受講方法が通学の場合又は通学 

及び通信制を併用する場合は 20 万円が限度になります。 

（２）受講修了時給付金の支給の対象となるのは、入学料及び受講料の合計額の５割相当額（受講開始時給付金の支給を受けた場合は、その額を差し引いた金額）で

す。ただし、受講方法が通信制の場合は、受講開始時給付金と併せて 12 万５千円、受講方法が通学の場合又は通学及び通信制を併用する場合は 25 万円が限度に

なります。 

（３）合格時給付金の支給の対象となるのは入学料及び受講料の合計額の１割相当額です。受講開始時給付金及び受講修了時給付金と併せて、受講方法が通信制の場

合は 15 万円、受講方法が通学の場合又は通学及び通信制を併用する場合は 30 万円が限度になります。 

３ 免除できる科目とは、過去に高等学校で免除に必要な単位を修得している科目、過去に高卒認定試験で一部科目に合格している科目等です。 

４ 所要費用については、標準的に予定される金額であり、受講開始後又は受講修了後に受講施設より証明された金額に基づき支給額を算定することとなります。 

５「⑪児童扶養手当の受給の証明」欄は、各区保健福祉センター・各地区健康福祉ステーションの児童扶養手当事務担当者が確認の上、記名します。児童扶養手当証

書の写しを添付した場合は、証明は不要です。

６ 戸籍謄本又は抄本、住民票及び必要書類を添付していただきます。

７ 受講対象講座の指定後、対象講座の受講を取りやめた場合、受講の中途でやめた場合は、その旨を報告してください。 

８ 本事業の給付金の支給を受ける際には、あらためて「川崎市ひとり親家庭高等学校卒業程度認定試験合格支援事業給付金支給申請書」に必要な書類を添付して、

支給申請手続きを行うことが必要です。



（自署の場合は印は不要です。） 

第１号様式の２ 

養 育 費 に 関 す る 申 告 書 

○ 養育費は、川崎市ひとり親家庭高等学校卒業程度認定試験合格支援事業における所得となりますので、正

確に申告してください。 

○ 養育費とは、子どもを監護・教育するために必要な費用です。 一般的にいえば、未成熟子（経済的・社

会的に自立していない子 ）が自立するまでに要する費用で、衣食住に必要な経費（家賃、光熱費、教育費、

医療費など）です。  

※ 養育費かどうかわからない場合は、御相談ください。 

○前年（１月から７月までの間に申請する場合には、前々年。）の１月から１２月までの１年間に受け取った養育費

について、記入してください。 

○養育費を受け取っていない場合は、合計欄に「０」と記入してください。 

○前夫が複数いる場合は、分けて記入してください。 

養育費を支払

った者の氏名 
受取名義人 

前年に受けた 

養育費の額 
子ども数 

調停・公正
証書等公
的文書の
有無  

その他受け取り状況
（年に１回、 毎月○○円、
子ども一人につき○○円

等） 

 母・父・子ども 円    

 母・父・子ども 円

 母・父・子ども 円

 母・父・子ども 円

 母・父・子ども 円

 母・父・子ども 円

合計 

母又は父 円

子ども 円

 上記のとおり、申告します。 

          年   月    日    

                                            氏名                   印 



第２号様式 

川崎市ひとり親家庭高等学校卒業程度認定試験合格支援事業 

受講対象講座指定通知書 

   年   月   日 

              様 

川崎市長           ○印

 先に提出のありました川崎市ひとり親家庭高等学校卒業認定程度試験合格支援事業受講対象講座指定申請書に基づき審査し

ましたところ下記のとおり（指定しました・指定できませんでした）ので通知します。 

① 申 請 者 氏 名 

ﾌﾘｶﾞﾅ 

生年月日 
     年 

     月    日生 （   歳） 

② 住 所 
（〒  －   ） 電話（     ） 

     － 

③ 決 定 内 容 指定     ・     非指定 

④

指 

定

内

容 

受講施設の名称  

受講講座の名称  

受講科目 
１          ２          ３         ４ 

５          ６          ７         ８ 

試験を免除できる科目  

受講期間    年   月   日 ～    年   月   日 

 （ 受 講 開 始 日 ） 

所要費用（予定） 入学料        円、受講料        円  合計額        円

⑤非 指 定 理 由 

（備考） 

（注意）

１ 支給の対象となるのは、指定対象講座の受講について支払う入学料及び受講料（希望により行われる講座や希望により提供される教材等に要す

る費用を除きます。以下同じです。）

２ 支給額は、次のとおりです。 

（１）受講開始時給付金の支給の対象となるのは、入学料及び受講料の４割相当額です。ただし、受講方法が通信制の場合は 10 万円、受講方法

が通学の場合又は通信制を併用する場合は 20万円が限度になります。 

（２）受講修了時給付金の支給の対象となるのは、入学料及び受講料の合計額の５割相当額（受講開始時給付金の支給を受けた場合は、その額を

差し引いた金額）です。ただし、受講方法が通信制の場合は、受講開始時給付金と併せて 12 万５千円、受講方法が通学の場合又は通学及び通信

制を併用する場合は 25万円が限度になります。 

（３）合格時給付金の支給の対象となるのは入学料及び受講料の合計額の１割相当額です。受講開始時給付金及び受講修了時給付金と併せて、受

講方法が通信制の場合は 15万円、受講方法が通学の場合又は通学及び通信制を併用する場合は 30万円が限度になります。 

３ 免除できる科目とは、過去に高等学校で免除に必要な単位を修得している科目、過去に高卒認定試験で一部科目に合格している科目等です。 

４ 所要費用については標準的に予定される金額であり、受講開始後又は受講修了後に受講施設より証明された金額に基づき支給額を算定すること

となります。 

５ 受講対象講座の指定後、対象講座の受講を取りやめた場合、受講の中途でやめた場合は、その旨を報告してください。

６ 本事業の給付金の支給を受ける際には、あらためて「川崎市ひとり親家庭高等学校卒業程度認定試験合格支援事業給付金支給申請書」に必

要な書類を添付して、支給申請手続きを行うことが必要です。 



第３号様式 

川崎市ひとり親家庭高等学校卒業程度認定試験合格支援事業給付金支給申請書 

  年  月  日 

（宛先）川崎市長 

申請者住所 

申請者氏名             ○印

（自署の場合は印は不要です。）

受講開始時給付金・受講修了時給付金・合格時給付金 の支給を受けたいので、次のとおり申請します。 

（※いずれかに○をつける） 

① 氏 名 

（申請者） 

ﾌﾘｶﾞﾅ 

生年月日 
      年 

     月    日生 （   歳） 

② 児童の氏名 

（受講者が児童の場合） 

ﾌﾘｶﾞﾅ 

生年月日 
      年 

     月    日生 （   歳） 

③ 住 所・電 話 
（〒  －   ） （     ） 

     － 

④ 受講施設の名称 

⑤ 受講講座の名称 

⑥ 受講期間 
   年   月   日 ～      年   月   日 

 （ 受 講 開 始 日 ） 

⑦ 所要費用 入学料         円、受講料         円 合計額        円

⑧ 振込を希望される支払

金融機関 

金融機関名 口座の種類  普通・当座・その他 

支店名 口座番号 

口座名義（フリガナ） 

⑨ 添付資料 

受講対象講座の指定申請時に添付した書類・証明から変更が ある ・ ない 

（あるに○をした場合は該当するものについての書類・証明を添付する。変更は、年度更

新等によるものも含む。） 

⑩ 児童扶養手当の受給の

証明 

上記の申請者は、児童扶養手当を受給していることを証明する。 

（担当者氏名）            

（備考） 

（注意）

１ 受講開始時給付金の支給申請期間は、受講開始日から起算して 30 日以内です。

２ 受講開始時給付金の支給申請における所要費用については、受講開始のために支払った入学料、受講料を記入してください。

３ 受講修了時給付金の支給申請期間は、受講修了日から起算して 30 日以内です。

４ 合格時給付金の支給申請期間は、合格証書に記載されている日付から起算して 40 日以内です。

５ 合格時給付金の支給申請における所要費用については、受講修了時給付金の算定基礎となった入学料、受講料を記入してくだ

さい。

６「⑩児童扶養手当の受給の証明」欄は、各区保健福祉センター・各地区健康福祉ステーションの児童扶養手当事務担当者が

確認の上、記名します。児童扶養手当証書の写しを添付した場合は、証明は不要です。 

７ 給付金の種類・状況等に応じて、必要な種類を添付していただきます。 



第４号様式 

川崎市ひとり親家庭高等学校卒業程度認定試験合格支援事業支給決定通知書 

  年   月   日 

              様 

川崎市長             ○印

先に提出のありました川崎市ひとり親家庭高等学校卒業認定程度試験合格支援事業給付金支給申請書に基づき審査しました

ところ、下記のとおり決定しましたので通知します。 

①受給資格者番号 

②申請者氏名 

ﾌﾘｶﾞﾅ 

生年月日 
    年 

     月    日生 （   歳） 

③住所・電話 

（〒  －   ） 
（     ） 

     － 

④ 受講施設の名称 

⑤ 受講講座の名称 

⑥ 受講期間 
   年   月   日 ～     年   月   日 

 （ 受 講 開 始 日 ） 

⑦ 支給決定額                 円 

⑧ 申請却下 却下理由  

（注意） 

支給申請内容に不実又は虚偽の申告があった場合は、支給決定を取り消し、既に支給しているひとり親家庭高等学校 

卒業認定程度試験合格支援事業給付金は返還となります。 


